
田原市認知症高齢者グループホーム等防災改修等実施事業補助金交付要綱 

 

（目的）  

第１条 地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金実施要綱（平成１８年５月２９日老発

第０５２９００１号厚生労働省老健局長通知別紙。以下「実施要綱」という。）に基づ

き、田原市（以下「市」という。）に所在する既存の認知症高齢者グループホーム等に

おける耐震化改修、施設の老朽化に伴う大規模修繕等に要する経費に対し、予算の範囲

内において田原市認知症高齢者グループホーム等防災改修等実施事業補助金（以下「補

助金」という。）を交付することにより、認知症高齢者グループホーム等における利用

者の生命の安全を確保することを目的とする。  

（補助対象施設及び補助対象者）  

第２条 補助金の交付の対象となる施設（以下「補助対象施設」という。）は、市内に開

設されている認知症高齢者グループホーム、地域密着型特別養護老人ホーム、小規模ケ

アハウス、小規模介護老人保健施設、小規模介護医療院、小規模養護老人ホーム、小規

模多機能型居宅介護事業所その他の実施要綱に定める対象施設とする。  

２ 補助金の交付の対象となる者は、補助対象施設を運営する者とする。 

（補助対象事業及び補助対象経費）  

第３条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、補助対象施

設について実施する耐震化改修及び施設の老朽化に伴う大規模修繕等（非常用自家発電設

備の設置を含む。）とする。  

２ 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、実施要綱別表

に規定する対象経費とする。 

（補助金額）  

第４条 交付すべき補助金の額（以下「補助金額」という。）は、補助対象経費の実支出額

と補助対象事業に要する総事業費から寄附金その他の収入額（社会福祉法人等の営利を目

的としない法人の場合は、寄附金収入を除く。）を控除して得た額のいずれか低い額とす

る。ただし、補助金額は、実施要綱別表に規定する交付基準単価又は内示額のいずれか低

い額を上限額とする。 

（交付申請）  

第５条 補助金の交付を受けようとする者は、田原市認知症高齢者グループホーム等防災

改修等実施事業補助金交付申請書（様式第１号）に必要な書類を添付して市長に提出し

なければならない。  

（交付決定）  

第６条 市長は、前条に規定する申請書を受理した場合は、その内容を審査し、交付の可

否を決定したときは、その旨を田原市認知症高齢者グループホーム等防災改修等実施事



業補助金交付可否決定通知書（様式第２号）により、申請をした者に通知する。  

（変更の承認等）  

第７条 前条の規定により補助金を交付とする決定（以下「交付決定」という。）を受け

た者（以下「補助事業者」という。）は、事業内容の変更（軽微な変更を除く。）又は

中止若しくは廃止を行う場合は、認知症高齢者グループホーム等防災改修等実施事業計

画変更（中止・廃止）承認申請書（様式第３号）により、速やかに市長に申請しなけれ

ばならない。  

２ 市長は、前項に規定する申請書を受理した場合は、その内容を審査し、承認の可否を

決定したときは、その旨を認知症高齢者グループホーム等防災改修等実施事業計画変更

（中止・廃止）可否決定通知書（様式第４号）により、補助事業者に通知するものとす

る。  

３ 補助事業者は、交付決定に係る補助対象事業（以下「補助事業」という。）が予定の

期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難になった場合は、速やかにその旨を

市長に報告し、指示を受けなければならない。 

（実績報告書の提出） 

第８条 補助事業者は、補助事業が完了したときは、当該補助事業の完了の日から起算し

て３０日を経過した日又は当該年度の３月３１日のいずれか早い日までに、田原市認知

症高齢者グループホーム等防災改修等実施事業補助金実績報告書（様式第５号）により、

市長に報告しなければならない。  

（補助金額の確定）  

第９条 市長は、前条に規定する報告書を受理した場合は、その内容を審査し、適当と認

めたときは、補助金額を確定し、その旨を田原市認知症高齢者グループホーム等防災改

修等実施事業補助金確定通知書（様式第６号）により、補助事業者に通知するものとす

る。  

（交付）  

第１０条 補助事業者は、補助金の交付を受けようとするときは、田原市認知症高齢者グ

ループホーム等防災改修等実施事業補助金交付請求書（様式第７号）により、市長に請

求しなければならない 

２ 市長は、前項に規定する請求書を受けた場合は、その内容を審査し、適当と認めたと

きは、速やかに補助事業者に補助金を交付するものとする。 

（交付決定の取消し等）  

第１１条 市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、交付決定を取り

消し、又は既に交付した補助金の全部若しくは一部を返還させるものとする。  

(1) 偽りその他不正の手段により、交付決定を受け、又は補助金の交付を受けたとき。  

(2) 補助金を他の用途に使用したとき。  



(3) 正当な理由がなく補助対象施設を閉鎖し、又はその用途を変更したとき。  

(4) この要綱に違反したとき、又は市長の指示に従わなかったとき。  

（適正な契約の締結） 

第１２条 補助事業者は、補助事業を行うために締結する契約の相手方及びその関係者か

ら、寄附金等の資金提供を受けてはならない。ただし、共同募金会に対してなされた指

定寄附金を除く。 

２ 補助事業者は、補助事業を行うために建設工事の完成を目的として締結するいかなる契

約においても、契約の相手方が当該工事を一括して第三者に請け負わせることを承諾して

はならない。  

３ 補助事業を行うために締結する契約については、一般競争入札に付する等市が行う契

約手続の取扱いに準拠しなければならない。  

（他の補助制度との重複禁止） 

第１３条 補助事業者は、補助対象経費について補助金と重複して、他の補助制度による

資金の交付を受けてはならない。  

（仕入控除税額の返還） 

第１４条 補助事業者は、補助事業完了後に、消費税及び地方消費税の申告により補助金

に係る仕入控除税額が確定した場合（仕入控除税額が０円の場合を含む。）は、補助事

業完了日の属する年度の翌々年度の６月３０日までに、消費税及び地方消費税に係る仕

入控除税額報告書（様式第８号）により市長に報告しなければならない。 

２ 補助事業者が全国的に事業を展開する組織の一支部、一支社、一支所等であって、自

ら消費税及び地方消費税の申告を行わず、本部、本社、本所等で消費税及び地方消費税

の申告を行っている場合は、本部等の課税売上割合等の申告内容に基づき報告を行うも

のとする。  

３ 補助事業者は、第１項の規定により補助金に係る仕入控除税額があることが確定した

場合は、当該仕入控除税額に相当する額を市に納付しなければならない。 

（財産の処分） 

第１５条 補助事業により取得し、又は効用の増加した不動産及びその従物並びに補助事

業により取得し、又は効用の増加した価格が単価３０万円以上の機械、器具その他の財

産については、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和３０年政

令第２５５号。以下「適化法施行令」という。）第１４条第１項第２号の規定により厚

生労働大臣が別に定める期間を経過するまで、市長の承認を受けないで補助金の交付の

目的に反して使用し、譲渡し、交換し､貸し付け、担保に供し、取り壊し、又は廃棄して

はならない。  

２ 市長は、補助事業者が市長の承認を受けて財産を処分することにより収入があった場

合は、その収入の全部又は一部を市に納付させることができる。  



３ 補助事業により取得し、又は効用の増加した財産については、補助事業完了後におい

ても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運用を図らなければ

ならない。 

（帳簿の整備） 

第１６条 補助事業者は、補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該

収入及び支出について証拠書類を整理し、かつ、当該帳簿及び証拠書類を補助金額の確

定の日（補助事業の中止又は廃止の承認を受けた場合は、その承認を受けた日）の属す

る年度の終了後５年間保管しておかなければならない。ただし、補助事業により取得し、

又は効用の増加した単価３０万円以上の財産がある場合は、当該保管期間を経過後、当

該財産の処分が完了する日又は適化法施行令第１４条第１項第２号の規定により厚生労

働大臣が別に定める期間を経過する日のいずれか遅い日まで保管しておかなければなら

ない。 

（委任） 

第１７条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行に関し必要な事項は市長が定め

る。  

附 則  

 （施行期日） 

１ この要綱は、令和２年９月２９日から施行する。 

 （この要綱の失効） 

２ この要綱は、令和１１年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、第１４条から第

１６条までの規定は、同日後もなおその効力を有する。 

   附 則 

 この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和８年４月１日から施行する。ただし、附則第２項の改正規定は、令和

８年３月３１日から施行する。 
 

 



様式第１号 （第５条関係） 

年  月  日 

 

田原市認知症高齢者グループホーム等防災改修等実施事業補助金交付申

請書 

 

田原市長         殿 

 

住  所 

事業者名 

代表者名            

 

田原市認知症高齢者グループホーム等防災改修等実施事業補助金の交付を受けた

いので、下記のとおり申請します。 

 

記 

 

１ 施設の名称           名 称 

所在地 

２ 経費所要額調書（別紙１） 

 

３ 事業計画書（別紙２） 

 

４ 添付書類 

①収入支出予算書抄本（別紙３） 

②配置図 

③平面図 

④工程表 

⑤契約書（案）及び内訳書の写し 

⑥着工前の工事個所の写真 

⑦入札結果報告書 

⑧その他市長が必要と認める書類 



別紙１ 

 

経費所要額調書 

 

施設の名称 

 

 
総事業費 

Ａ 

補助対象経費の

実支出見込額 

Ｂ 

寄附金その他収

入額 Ｃ 

差引額 

Ｄ（Ａ－Ｃ） 

ＢとＤを比較し

て少ないほうの

額 Ｅ 

交付基準単価 

Ｆ 

補助金所要額 

Ｇ※ 

耐震化改修 円 円 円 円 円 円 円 

大規模修繕等（非常用

自家発電設備の設置

を除く。） 

円 円 円 円 円 円 円 

非常用自家発電設備

の設置 
円 円 円 円 円 円 円 

合計 円 円 円 円 円 円 円 

※Ｇ＝ＥとＦのいずれか低い額（１,０００円未満切捨て）



別紙２ 

 

事業計画書 

 

１ 施設の名称及び所在地 

名 称 

所在地 

施設種別 

 

２ 施設の構造及び規模 

（１）建物の構造         造      階建て 

（２）建物延床面積        ㎡ 

（３）施設延床面積        ㎡ 

（４）建物の所有関係 □自己所有 □借家 

 

３ 総事業費及び財源内訳 

 

 
総事業費 

Ａ 

財源内訳 

市補助金 

Ｂ 

設置者負担金 
合計 

Ｆ 
一般財源 

Ｃ 

借入金 

Ｄ 

その他 

Ｅ 

耐震化改修 円 円 円 円 円 円 

大規模修繕等（非常

用自家発電設備の

設置を除く。） 

円 円 円 円 円 円 

非常用自家発電設

備の設置 
円 円 円 円 円 円 

合計 円 円 円 円 円 円 

 

４ 施工期間 

  契約（予定）年月日      年  月  日 

  着工（予定）年月日      年  月  日 

  完成（予定）年月日      年  月  日 



別紙３ 

 

収入支出予算書抄本 

（収入） 

大区分 中区分 金額 説明 

補助金収入 設備等整備補助金 

円 田原市認知症高齢者

グループホーム等防

災改修等実施事業補

助金 

小計  円  

 自己資金 円  

合計  円  

 

（支出） 

大区分 中区分 金額 説明 

固定資産取得支出 設備取得支出 円  

合計  円  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記のとおり相違ないことを証明する。 

年  月  日 

住所 

事業者名 

代表者名                



様式第２号（第６条関係） 

 

田原市認知症高齢者グループホーム等防災改修等実施事業補助金交付可否決

定通知書 

 

第     号 

年  月  日 

 

       様 

 

田原市長         □印  

 

年  月  日付けで申請のあった田原市認知症高齢者グループホーム等防災改

修等実施事業補助金の交付について、下記のとおり決定したので通知します。 

 

記 

 

１ 交付する。 

 

交付決定額            円 

 

交付の条件 

田原市認知症高齢者グループホーム等防災改修等実施事業補助金交付要綱を遵守する

こと。 

 

２ 交付しない。 

 

理由



様式第３号（第７条関係） 

 

認知症高齢者グループホーム等防災改修等実施事業計画変更（中止・廃止）承

認申請書 

 

年  月  日 

田原市長         殿 

住  所 

事業者名 

代表者名             

 

年  月  日付け 第   号で交付決定のあった田原市認知症高齢者グルー

プホーム等防災改修等実施事業補助金に係る認知症高齢者グループホーム等防災改修等実

施事業を 

 

□ 計画変更 

□ 中  止 

□ 廃  止 

したいので、下記のとおり関係書類を添えて申請します。 

 

記 

 

１ 計画変更、中止又は廃止年月日       年  月  日 

 

２ 計画変更、中止又は廃止の理由 

 

３ 補助事業の内容（計画変更の場合） 

変更前 

変更後 



様式第４号（第７条関係） 

 

認知症高齢者グループホーム等防災改修等実施事業計画変更（中止・廃止）可

否決定通知書 

 

第     号 

年  月  日 

 

        様 

 

田原市長         □印  

 

年  月  日付けで申請のあった認知症高齢者グループホーム等防災改修等実施事

業の 

 

 

□ 計画変更 

□ 中  止 

□ 廃  止 

について、下記のとおり決定したので通知します。 

 

記 

 

１ 承認する。 

 

２ 承認しない。 

 

理由 



様式第５号（第８条関係） 

 

田原市認知症高齢者グループホーム等防災改修等実施事業補助金実績報告書 

 

年  月  日 

田原市長          殿 

 

住  所 

事業者名 

代表者名            

 

年  月  日付け 第  号で交付決定のあった田原市認知症高齢者グループ

ホーム等防災改修等実施事業補助金に係る事業実績について、下記の書類を添えて報告しま

す。 

 

記 

 

１ 経費所要額精算書（別紙１） 

 

２ 事業実績報告書（別紙２） 

 

３ 添付書類 

①収入支出決算見込書抄本（別紙３） 

②建物の平面図 

③工事の完成を確認できる写真 

（写真の撮影位置を上記平面図に記入すること。） 

④その他参考となる資料



別紙１ 

 

経費所要額精算書 

 

施設の名称 

 

 
総事業費 

Ａ 

補助対象経費

の実支出額 

Ｂ 

寄附金その他

収入額 Ｃ 

差引額 

Ｄ（Ａ－Ｃ） 

ＢとＤを比較

して少ないほ

うの額 Ｅ 

交付基準単価 

Ｆ 

補助金所要額 

Ｇ※ 

耐震化改修 円 円 円 円 円 円 円 

大規模修繕等（非常用

自家発電設備の設置

を除く。） 

円 円 円 円 円 円 円 

非常用自家発電設備

の設置 
円 円 円 円 円 円 円 

合計 円 円 円 円 円 円 円 

※Ｇ＝ＥとＦのいずれか低い額額（１,０００円未満切捨て）



別紙２ 

 

事業実績報告書 

 

１ 施設の名称及び所在地 

名 称 

所在地 

施設種別 

 

２ 施設の構造及び規模 

（１）建物の構造             造     階建て 

（２）建物延床面積            ㎡ 

（３）施設延床面積            ㎡ 

（４）建物の所有関係   □自己所有 □借家 

 

３ 総事業費及び財源内訳 

 
総事業費 

Ａ 

財源内訳 

市補助金 

Ｂ 

設置者負担金 
合計 

Ｆ 
一般財源 

Ｃ 

借入金 

Ｄ 

その他 

Ｅ 

耐震化改修 
円 円 円 円 円 円 

大規模修繕等（非

常用自家発電設

備 の 設 置 を 除

く。） 円 円 円 円 円 円 

非常用自家発電

設備の設置 円 円 円 円 円 円 

合計 
円 円 円 円 円 円 

 

４ 施工期間 

契約年月日     年  月  日 

着工年月日     年  月  日 

完成年月日     年  月  日



別紙３ 

 

収入支出決算見込書抄本 

 

（収入） 

大区分 中区分 金額 説明 

補助金収入 設備等整備補助金 

円 田原市認知症高齢

者グループホーム

等防災改修等実施

事業補助金 

小計  円  

 自己資金 円  

合計  円  

 

（支出） 

大区分 中区分 金額 説明 

固定資産取得支出 設備取得支出 円  

合計  円  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記のとおり相違ないことを証明する。 

 

年  月  日 

住  所 

事業者名 

代表者名           



様式第６号（第９条関係） 

 

田原市認知症高齢者グループホーム等防災改修等実施事業補助金確定通知書 

 

  第     号 

  年  月  日 

 

 様 

 

田原市長   

 

  年 月  日付けで実績報告のあった補助事業について、補助金の額を確定したので、

下記のとおり通知します。 

 

記 

 

 交付確定額              円 

 



様式第７号（第１０条関係） 

 

田原市認知症高齢者グループホーム等防災改修等実施事業補助金交付請求書 

 

年  月  日 

田原市長         殿 

 

住  所 

事業者名 

代表者名          

 

田原市認知症高齢者グループホーム等防災改修等実施事業補助金の交付を下記のとおり

請求します。 

 

記 

 

１ 交付決定額           円 

交付決定日     年  月  日 

 

２ 交付確定額           円 

交付確定日     年  月  日 

 

３ 交付請求額           円 

 

４振込先 

振込先 

 

銀行    支店 

 

（銀行コード       支店コード     ） 

普通・当座 口座番号 

フリガナ  

名義人氏名  

 



様式第８号（第１４条関係） 

 

消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書 

 

年  月  日 

田原市長          殿 

 

住  所 

事業者名 

代表者名            

 

年  月  日付け 第  号で交付決定のあった田原市認知症高齢者グループ

ホーム等防災改修等実施事業補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額につ

いて、田原市認知症高齢者グループホーム等防災改修等実施事業補助金交付要綱第１４条第

１項の規定により、下記のとおり報告します。 

 

記 

 

１ 施設の名称 

 

 

２ 交付確定額 

  

                        金            円 

 

 

３ 消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税及び地方消費税に係る仕入控除税

額(要補助金返還相当額) 

 

金            円 

 

 

４ 添付書類 

  ３の消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の積算内訳等 


